	認定者記載欄

	

	


様式第５－(ロ)

中小企業信用保険法第２条第５項第５号（国の指定する不況業種)

国の指定する不況業種はこちら

http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_5gou.htm
※指定業種に属する事業を行っており、原油等の仕入価格が製品等価格に転嫁できていない中小企業者の方が認定を受けるための手続について
（対象中小企業者）

　国が指定する業種に属する事業を行っており、主要原材料である原油等の価格が著しく上昇しているにもかかわらず、製品等価格の引き上げが著しく困難であるため、経営の安定に支障が生じている中小企業者（次の①から③の条件をすべて満たすことが条件となります。）

①原油等の月平均購入価格が、最近１ヶ月間の価格と前年同期価格の上昇率が２０％以上であること。

②原油等が売上原価に占める割合が２０％以上であること。

③ 原油及び石油製品の価格の上昇にもかかわらず、製品価格に転嫁できないため、最近３ヶ月間の平均売上高に占める原油等の平均仕入価格の割合が前年同期の平均売上高に占める原油等の平均仕入価格の割合を上回っていること。

●必要書類等

１　認定申請書

申請書の枚数は、必要証明の枚数に町の控え分1枚を加えて申請願います。（計2枚）
２　実印(代表者印)・印鑑証明または、これのコピー(実印であることが確認できるもの)
３　最近１ヶ月及び前年同期1ヶ月の原油等の平均仕入れ単価を確認できる資料（領収証、納品書の写し等）

４　最近１ヶ月の売上原価の総額と原油等の仕入れ総額が確認できる資料（試算表等の写し、領収証、納品書の写し等）

５　最近３ヵ月及び前年同期３ヵ月の売上・原材料費、製品原価が確認できる資料（試算表等の写し）※算出が困難な場合は直近期とその前期の決算書における、同利益率等に置き換え可能

６　商業登記簿謄本　1通

７　法人の場合は前期申告書（決算書及びその附属書類もお持ちください）の写し

個人の場合は前年の確定申告書の写し

８　法人町民税の納税証明書（法人の場合）

町民税の納税証明書（個人事業者の場合）

９　許認可証の写し(必要な業種) 

※　本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。







































